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掲載データ論点１ 母子保健の充実① 妊婦面接相談率論点２ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実① 相談支援件数の推移（精神、がん）② 国民健康保険の特定健康診査受診率③ 主要死因別死亡者数の推移④ がん検診受診率の推移⑤ 都区部における医療施設・病床数の状況⑥ 在宅医療が可能な施設数、実施件数（訪問診療・往診・看取り）論点３ 感染症対策と生活衛生の確保① 区内予防接種の接種率の推移（こども）② 区内予防接種の接種率の推移（高齢者）③ 区内の宿泊施設数
掲載データ論点４ 高齢者福祉の推進① 高齢者数（６５歳以上）の推移② 高齢者のいる世帯数と家族構成③ 日常生活圏域別高齢化率④ 要介護度別構成割合の推移⑤ 年齢階層別の要介護認定率⑥ 介護予防事業の推移⑦ 介護者の方が不安に感じる介護内容⑧ 生きがいを感じている高齢者の割合⑨ シルバー人材センターの就業人員、就業率論点５ 障害者福祉の充実① 障害者数の推移② 身体障害者手帳所持者数と知的障害者（児）「愛の手帳」所持者数③ 児童福祉法に基づく障害児通所支援等利用状況の推移④ 区の就労・生活支援センター等を通じて就職した障害者数⑤ 障害者及び介護者・保護者の介護ニーズ論点６ 地域福祉と生活支援の充実① 国の算出した介護人材の需給推計② 成年後見区長申立件数、「あんしん江東」相談件数の推移③ 自立支援事業に関するデータ51



ともに支えあい、健康に生き生きと暮らせるまちともに支えあい、健康に生き生きと暮らせるまちともに支えあい、健康に生き生きと暮らせるまちともに支えあい、健康に生き生きと暮らせるまち論点１ 母子保健の充実論点１ 母子保健の充実論点１ 母子保健の充実論点１ 母子保健の充実論点 ①母子保健の充実②健康づくりの推進と保健・医療体制の充実③感染症対策と生活衛生の確保④高齢者福祉の推進⑤障害者福祉の充実⑥地域福祉と生活支援の充実これまでの区の取組・現状 • 江東区では、国の母子保健法の改正を受け、平成28年度から保健相談所を「母子健康包括支援センター（子育て世代包括支援センター）」として位置づけ、妊娠期からの母子支援を充実させてきました。社会状況 • 核家族化や地域のつながりの希薄化による孤立した子育てへの対応が課題となっており、子育て支援や虐待予防の観点からも、妊娠期から乳幼児期にわたる母子保健施策の更なる充実が必要です。
• 新生児・産婦訪問指導は、新生児の健やかな発育や産婦の子育てを支援するとともに、産後うつの発見や児童虐待の早期発見においても、果たす役割が大きくなっています。
• 乳幼児健診や相談は、育児支援や児童虐待の早期発見の場としての意義も大きくなってきています。課題 • 出産時の母親の平均年齢は上昇傾向にあり、産後の育児支援について一層の充実が求められています。
• すべての子育て家庭が孤立せず、こどもが健やかに育つよう、妊娠期から子育て家庭を支える体制が必要です。
• 妊婦や乳幼児に対して必要な健診や相談を実施し、疾病や障害の早期発見、早期支援を行うとともに、育児支援や虐待の早期発見につなげていくことが必要です。

0

100

200

300

400

500

600

H28.4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 H29.4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 H30.4 5 6 7 8 9 10 11 12

ゆりかご面接数 月別の推移ゆりかご面接数 月別の推移ゆりかご面接数 月別の推移ゆりかご面接数 月別の推移城東 深川 深川南部 城東南部
① 妊婦面接相談率① 妊婦面接相談率① 妊婦面接相談率① 妊婦面接相談率論点１ 母子保健の充実論点１ 母子保健の充実論点１ 母子保健の充実論点１ 母子保健の充実ゆりかご面接*実施数の月別推移をみると、毎年1～3月の件数が多い傾向となっている出産予定月別の面接実施率は上昇しており、平成30年4月～12月の平均は62.9％となっている
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

H28.4 5 6 7 8 9 10 11 12 H29.1 2 3 H29.4 5 6 7 8 9 10 11 12 H30.1 2 3 H30.4 5 6 7 8 9 10 11 12

出産予定月別の面接実施率（＊）出産予定月別の面接実施率（＊）出産予定月別の面接実施率（＊）出産予定月別の面接実施率（＊）
H30年4～12月の面接率の平均は
62.9％面接実施率（＊）は以下の方法で算出。（当該月に出産予定の妊婦の面接数）/（当該月に出産予定の妊娠届出数+転入等で把握された妊婦）

（件）
出典：江東区保健予防課資料

*ゆりかご面接:妊娠中の出産・子育て等に関する様々な不安や悩みを軽減するため、保健師等の専門職員が妊婦の方全員と行う面接
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論点２ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実論点２ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実論点２ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実論点２ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実これまでの区の取組・現状 • 江東区では、「健康増進計画」「がん対策推進計画」及び「食育推進計画」に基づき、区民の健康づくりに取り組んでいます。
• 平成26年には昭和大学江東豊洲病院が開設され、災害、救急及び周産期の対応や地域の診療所等との連携強化が進められました。
• 65歳健康寿命は、男性は23区中16番目、女性は13番目と低くなっています。
• 国民健康保険の特定健康診査受診率は、23区中9番目に低く、39.4%となっています。社会状況 • 国は、「地域における医療・介護の総合的な確保を推進するための基本的な方針」を定め、自治体に在宅医療・介護連携の推進を求めています。
• 医療の進展により日本人の平均寿命は年々伸びていますが、近年、健康寿命（健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間）の重要性が認識されています。課題 • がん対策を含めた健康づくりなど相談・支援体制の整備が必要です。
• 健康への関心は高まる一方、意識と行動に乖離があるため、効果的な情報発信や、きめ細かい支援が必要です。
• 死因として最も多い悪性新生物（がん）の検診の受診率を高めることが必要です。
• こころの健康の重要性について普及啓発に取組、こころの健康を維持・増進させるとともに、自殺予防も推進することが必要です。
• 誰もが住み慣れた地域で最期まで暮らせるよう、在宅医療体制の整備が必要です。
• 健康医療の取組は、区だけでなく医療機関との連携が必要です。
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出典：健康推進課・保健予防課資料53



② 国民健康保険の特定健康診査② 国民健康保険の特定健康診査② 国民健康保険の特定健康診査② 国民健康保険の特定健康診査*受診率受診率受診率受診率
出典：医療保険課資料

受診率は、23区中9番目に低く、39.4%となっている論点２ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実論点２ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実論点２ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実論点２ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実
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③ 主要死因別死亡者数の推移③ 主要死因別死亡者数の推移③ 主要死因別死亡者数の推移③ 主要死因別死亡者数の推移

出典：保健衛生事業概要（平成30年版）

死因別死者数をみると、「悪性新生物（がん）」が1,226人と最も多く、次いで「心疾患」が多くなっている死因の最も多い「悪性新生物（がん）」で全体の30.9%を占めている論点２ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実論点２ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実論点２ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実論点２ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実
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出典：健康推進課資料
乳がん乳がん乳がん乳がん子宮頸がん子宮頸がん子宮頸がん子宮頸がん大腸がん大腸がん大腸がん大腸がん
胃がん胃がん胃がん胃がん肺がん肺がん肺がん肺がん※胃がん検診の受診率は、平成28年度から東京都が算定方法を変更 出典：東京都福祉保健局資料

江東区のがん検診受診率 東京都のがん検診受診率

都区部における人口１万人あたりの医療施設数論点２ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実論点２ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実論点２ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実論点２ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実
都区部における病床数と人口１万人あたりの病床数

都区部における本区の人口1万人あたりの医療施設数は8.1であり、23区中4番目に少ない病床数は2,864床、人口1万人あたりの病床数は59.5床であり、23区中で低い水準となっている

出典：特別区協議会「特別区の統計（平成29年版）」

⑤ 都区部における医療施設・病床数の状況⑤ 都区部における医療施設・病床数の状況⑤ 都区部における医療施設・病床数の状況⑤ 都区部における医療施設・病床数の状況
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⑥ 在宅医療が可能な施設数、実施件数（訪問診療・往診・看取り）⑥ 在宅医療が可能な施設数、実施件数（訪問診療・往診・看取り）⑥ 在宅医療が可能な施設数、実施件数（訪問診療・往診・看取り）⑥ 在宅医療が可能な施設数、実施件数（訪問診療・往診・看取り）在宅医療が実施可能な施設数は65施設であり、実施件数は2,925件となっている
23区内で比較すると、在宅医療が可能な施設数は23区中14番目、実施件数は16番目となっている

出典：厚生労働省「在宅医療にかかる地域別データ集」2,925 
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論点３ 感染症対策と生活衛生の確保論点３ 感染症対策と生活衛生の確保論点３ 感染症対策と生活衛生の確保論点３ 感染症対策と生活衛生の確保これまでの区の取組・現状 • 平成26年に「江東区新型インフルエンザ等対策行動計画」を策定し、未知の感染症発生時の対策について体制強化に取り組んでいます。
• 食品関係営業施設等への事前指導・監視指導を徹底し、指導基準等不適率を低水準にとどめるなど、生活環境衛生の確保に取り組んでいます。社会状況 • 平成30年に食品衛生法の一部が改正され、原則として、全ての食品等事業者に、一般衛生管理に加え、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の実施が求められています。課題 • 乳幼児を対象とした定期予防接種の確実な実施が必要です。
• 結核の罹患率は依然高水準であり、有症状受診の徹底や医療機関での確実な診断が必要です。
• 「食の安全・安心」について区民の関心は高く、飲食店や販売店等へ適正な対応が求められています。
• 食品の事故などによる健康被害を未然に防止するため、区民への正確な情報の提供と施設への監視指導の徹底が求められています。
• 外国人観光客数の増加に伴って増える宿泊施設等へ、的確な対応が求められています。
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① 区内予防接種の接種率の推移（こども）① 区内予防接種の接種率の推移（こども）① 区内予防接種の接種率の推移（こども）① 区内予防接種の接種率の推移（こども）

出典：東京都福祉保健局「福祉・衛生統計年報」
区内のこどもの予防接種は、平成29年度で麻しん風しんが97.3%、BCGが96.7%となっている論点３ 感染症対策と生活衛生の確保論点３ 感染症対策と生活衛生の確保論点３ 感染症対策と生活衛生の確保論点３ 感染症対策と生活衛生の確保
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こどもの予防接種の接種率の推移

② 区内予防接種の接種率の推移（高齢者）② 区内予防接種の接種率の推移（高齢者）② 区内予防接種の接種率の推移（高齢者）② 区内予防接種の接種率の推移（高齢者）

出典：東京都福祉保健局「福祉・衛生統計年報」

65歳以上高齢者接種率は、インフルエンザが40.2%、肺炎球菌が34.3%となっている平成23年度を比較すると、いずれの接種率も減少している論点３ 感染症対策と生活衛生の確保論点３ 感染症対策と生活衛生の確保論点３ 感染症対策と生活衛生の確保論点３ 感染症対策と生活衛生の確保
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③ 区内の宿泊施設数③ 区内の宿泊施設数③ 区内の宿泊施設数③ 区内の宿泊施設数論点３ 感染症対策と生活衛生の確保論点３ 感染症対策と生活衛生の確保論点３ 感染症対策と生活衛生の確保論点３ 感染症対策と生活衛生の確保過去過去過去過去5年間における旅館業・住宅宿泊事業の推移年間における旅館業・住宅宿泊事業の推移年間における旅館業・住宅宿泊事業の推移年間における旅館業・住宅宿泊事業の推移過去5か年で旅館業の数は増加傾向にあり、環境衛生の確保に向け的確な対応が求められている26年度 27年度 28年度 29年度 30年度53 53 55 60 88ホテル 21 21 21 20旅館 23 21 23 26簡易宿所 9 11 11 14 18－ － － － 27※旅館業法改正により、営業種別がホテル営業、旅館営業から旅館・ホテル営業へ統合旅館業 70（※1）住宅宿泊事業
出典：保健予防課資料論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進これまでの区の取組・現状 • 江東区では、地域の老人クラブを支援するとともに、江東区社会福祉協議会など関係機関との協働により、高齢者の生きがいづくりや能力活用に取り組んできました。

• 地域包括支援センター（長寿サポートセンター）を、日常生活圏域ごとに区内21か所に整備し、相談体制の強化を図るとともに、特別養護老人ホームをはじめとした施設整備を進めてきました。
• 特別養護老人ホームは、区内に15か所整備が完了していますが、平成30年11月末現在で入所待機者が

1,390人発生しています。社会状況 • 国は、団塊の世代が75歳以上となる令和7年（2025年）を目途に、重度の介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を目指しています。
• 今後、高齢化率は、全ての都道府県で上昇し、令和27年（2045年）には、最も高い自治体では約5割、最も低い東京都でも、約3割に達すると見込まれています。課題 • 老人クラブやシルバー人材センターなどへの支援を通じて、より多くの高齢者が社会参加、社会貢献活動等に参加できるよう、取組の推進が必要です。
• 高齢者とその配偶者のみの世帯割合が増加しており、家族を超えた地域での支援が必要です。
• 必要な人が成年後見制度をはじめとする権利擁護支援を受けられるようにしていくことが必要です。
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① 高齢者数（６５歳以上）の推移① 高齢者数（６５歳以上）の推移① 高齢者数（６５歳以上）の推移① 高齢者数（６５歳以上）の推移高齢者数及び高齢化率ともに増加傾向にある。高齢者数は11万人を超え、今後も増加することが予測されている高齢化率は21.5%（平成30年1月1日時点）となり、本区も超高齢社会*となっている
出典：平成22～30年は「住民基本台帳人口調査集計表」、平成31年は「江東区長期計画（後期）」

*超高齢社会：高齢化率が21%を超えた社会高齢社会：高齢化率が14%を超えた社会高齢化社会：高齢化率が７%を超えた社会推計論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進
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論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進（世帯）
（年）59



③ 日常生活圏域別③ 日常生活圏域別③ 日常生活圏域別③ 日常生活圏域別*高齢化率高齢化率高齢化率高齢化率**高齢化率が高い圏域は、北砂東（33.0%）、北砂南（29.5%）、大島東（28.5%）となっている一方、最も低い圏域は豊洲（9.7%）で他圏域と比較して高齢化率が非常に低くなっており、地域により大きな差が生じている論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進
*  日常生活圏域：高齢者が住み慣れた地域での生活を維持できるサービス提供体制の整備を目的とした区域。江東区では21の圏域を設定。長寿サポートセンター（地域包括支援センター）は、当圏域ごとに1か所（合計21か所）設置している。
** 平成29年1月1日現在

出典：江東区高齢者地域包括ケア計画（平成30年度～平成32年度）④ 要介護度別構成割合の推移④ 要介護度別構成割合の推移④ 要介護度別構成割合の推移④ 要介護度別構成割合の推移
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江東区における要支援、要介護者数は増加傾向にあり、平成29年度の要支援・要介護認定者数は19,398人と平成24年度と比べて4,019人増加している論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進（人）
出典：平成22～30年は「住民基本台帳人口調査集計表」、平成31年は「江東区長期計画（後期）」60



⑤ 年齢階層別の要介護認定率⑤ 年齢階層別の要介護認定率⑤ 年齢階層別の要介護認定率⑤ 年齢階層別の要介護認定率論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進年齢階層別に要介護認定率をみると、年齢層が高くなるにつれて認定率は上昇し、5歳ごとに倍増している特に75歳を境に、認定率は飛躍的に上昇し、85歳以上は50％を超えている
出典：江東区高齢者地域包括ケア計画（平成30年度～平成32年度）⑥ 介護予防事業の推移⑥ 介護予防事業の推移⑥ 介護予防事業の推移⑥ 介護予防事業の推移論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進介護予防訪問介護、介護予防通所介護については平成28年度中に地域支援事業に移行した。また、この２つのサービスのみを計画する介護予防支援についても地域支援事業に移行している

出典：江東区高齢者地域包括ケア計画（平成30年度～平成32年度）61



⑦ 介護者の方が不安に感じる介護内容⑦ 介護者の方が不安に感じる介護内容⑦ 介護者の方が不安に感じる介護内容⑦ 介護者の方が不安に感じる介護内容
出典：江東区高齢者地域包括ケア計画（平成30年度～平成32年度）

介護者が不安に感じる介護内容では、「認知症状への対応」が44.0％と最も高く、次いで「外出の付き添い、送迎等」が
26.5％と高くなっている論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進

調査時期：平成28年12月～平成29年5月※在宅介護実態調査結果から⑧ 生きがいを感じている高齢者の割合⑧ 生きがいを感じている高齢者の割合⑧ 生きがいを感じている高齢者の割合⑧ 生きがいを感じている高齢者の割合生きがいを感じている高齢者の割合は60%台後半を推移しており、平成29年度は65.6%となっている論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進

出典：平成29年度江東区長期計画区民アンケート調査
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⑨ シルバー人材センターの就業人員、就業率⑨ シルバー人材センターの就業人員、就業率⑨ シルバー人材センターの就業人員、就業率⑨ シルバー人材センターの就業人員、就業率
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出典：東京都福祉保健局「福祉・衛生統計年報 平成28年度」

シルバー人材センターの就業人員は2,225人、就業率は81％となっている
23区内で比較すると、就業率ともに23区中7番目と上位となっている論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進論点４ 高齢者福祉の推進（人）

論点５ 障害者福祉の充実論点５ 障害者福祉の充実論点５ 障害者福祉の充実論点５ 障害者福祉の充実これまでの区の取組・現状 • 江東区では、居住サポート支援等の新たな取組を行うほか、移動支援や意思疎通支援の拡充、就労定着支援など、障害者一人ひとりが地域で望む生活の実現に向けた支援に取り組んできました。
• 本区の障害者数は、増加傾向にあります。また、障害者や介護者の高齢化、障害の重度化も進み、医療の発展により、医療的ケアが必要な方も増加しています。社会状況 • 障害者差別解消法が施行され、障害の有無にかかわらず、誰もが分け隔てなく共生する社会を実現することが求められています。
• 平成30年4月に法定雇用率が引き上げられ、障害者雇用義務の対象に新たに精神障害者が加わりました。また、令和3年（2021年）4月までには、法定雇用率がさらに引き上げられることとなっています。課題 • 相談支援体制を強化するため、基幹相談支援センター等を適正に配置するとともに、地域生活支援拠点等を整備し、住み慣れた地域での生活支援体制を構築することが必要です。
• 親亡き後を見据えて、グループホームの整備等により、障害者の地域移行など居住支援を充実していくことが必要です。
• 発達に心配のあるこどもを早期に発見し、こどもやその家族の適切な支援につなげるため、さらなる児童発達支援事業所の整備や関係機関との連携など、支援体制の強化が必要です。
• 就労・生活支援センターの充実やハローワーク等関係機関との連携強化による、ジョブマッチングや就労定着支援をより一層強化していくことが必要です。
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① 障害者数の推移① 障害者数の推移① 障害者数の推移① 障害者数の推移

出典：障害者施策課資料

身体障害者数はほぼ横ばいだが、精神障害者及び知的障害者の数が増加している論点５ 障害者福祉の充実論点５ 障害者福祉の充実論点５ 障害者福祉の充実論点５ 障害者福祉の充実
15,372 15,552 15,646 15,655 15,722 15,721 

2,537 2,652 2,756 2,869 3,006 3,142 

5,311 5,217 
5,601 

6,072 6,331 
7,035 

2,227 
2,681 2,899 3,152 3,273 

3,778 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29

知的障害者知的障害者知的障害者知的障害者
身体障害者身体障害者身体障害者身体障害者精神障害者（自立支援医療）精神障害者（自立支援医療）精神障害者（自立支援医療）精神障害者（自立支援医療）精神障害者（手帳保持者）精神障害者（手帳保持者）精神障害者（手帳保持者）精神障害者（手帳保持者）

（人）
（年度）

② 身体障害者手帳所持者数と知的障害者（児）「愛の手帳」所持者数② 身体障害者手帳所持者数と知的障害者（児）「愛の手帳」所持者数② 身体障害者手帳所持者数と知的障害者（児）「愛の手帳」所持者数② 身体障害者手帳所持者数と知的障害者（児）「愛の手帳」所持者数

出典：特別区協議会「特別区の統計平成29年版」

身体障害者手帳所持者数と知的障害者（児）「愛の手帳」所持者数は、23区中7番目に多くなっている
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③ 児童福祉法に基づく障害児通所支援等利用状況の推移③ 児童福祉法に基づく障害児通所支援等利用状況の推移③ 児童福祉法に基づく障害児通所支援等利用状況の推移③ 児童福祉法に基づく障害児通所支援等利用状況の推移

出典：障害者施策課資料

平成29年のサービス利用者は17,581人となり、平成25年（8,004人）から2倍以上増加している特に、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援の利用が増えている論点５ 障害者福祉の充実論点５ 障害者福祉の充実論点５ 障害者福祉の充実論点５ 障害者福祉の充実
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（年）④ 区の就労・生活支援センター等を通じて就職した障害者数④ 区の就労・生活支援センター等を通じて就職した障害者数④ 区の就労・生活支援センター等を通じて就職した障害者数④ 区の就労・生活支援センター等を通じて就職した障害者数

出典：障害者支援課資料

区の就労・生活支援センター等を通じて就職した障害者数の累計は、平成29年度時点で551人となっている特に近年は増加傾向にあり、平成29年度は81人の方が区の支援を通じて就職している論点５ 障害者福祉の充実論点５ 障害者福祉の充実論点５ 障害者福祉の充実論点５ 障害者福祉の充実
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⑤ 障害者及び介護者・保護者の介護ニーズ⑤ 障害者及び介護者・保護者の介護ニーズ⑤ 障害者及び介護者・保護者の介護ニーズ⑤ 障害者及び介護者・保護者の介護ニーズ論点５ 障害者福祉の充実論点５ 障害者福祉の充実論点５ 障害者福祉の充実論点５ 障害者福祉の充実 5.90.6 1.9 2.80.7 5.00.3 3.73.44.02.5 4.70.8 1.8 4.13.41.20.5 2.30.5 5.94.90.40.2 7.43.23.31.9 7.7 15.0
居宅介護（ホームヘルプ）重度訪問介護同行援護行動援護重度障害者等包括支援生活介護レスパイト自立訓練（機能訓練）自立訓練（生活訓練）就労移行支援就労継続支援（A型）就労継続支援（B型）療養介護短期入所施設入所支援共同生活援助（グループホーム）児童発達支援医療型児童発達支援放課後等デイサービス保育所等訪問支援補装具費の支給日常生活用具の給付等手話通訳者の派遣要約筆記者の派遣移動支援地域活動支援センター介護保険サービス医療保険の訪問介護その他無回答

［単位 ％］障害者及び介護者・保護者が求める支援として、「移動支援」が7.4％と最も高く、次いで「居宅介護（ホームヘルプ）」が5.9％となっている

出典：平成28年度障害者実態調査
障害者及び介護者・保護者の求めているもの（アンケート結果）障害者及び介護者・保護者の求めているもの（アンケート結果）障害者及び介護者・保護者の求めているもの（アンケート結果）障害者及び介護者・保護者の求めているもの（アンケート結果）

論点６ 地域福祉と生活支援の充実論点６ 地域福祉と生活支援の充実論点６ 地域福祉と生活支援の充実論点６ 地域福祉と生活支援の充実これまでの区の取組・現状 • 江東区では、区内介護事業所における福祉人材の確保・定着支援や、権利擁護センター「あんしん江東」を拠点とした、福祉サービス全般の総合相談・支援体制の充実化を推進するとともに、経済的な援助等を必要とする区民に対する相談支援・自立支援に取り組んできました。社会状況 • 国は、団塊の世代が全て75歳以上になる令和7年（2025年）度に、介護職員が約34万人不足する恐れがあるとの推計を公表しています。これに対応するため、現在行われている人材確保策に加えて、さらなる処遇改善などを実施するとしています。
• 国では、成年後見制度利用促進基本計画に基づき、今後の施策目標を①利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善、②権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり、③不正防止の徹底と利用しやすさとの調和としています。課題 • 区内の福祉サービス事業者が、就労先として魅力を増すような支援策が必要です。
• 退職後のシニア層が地域福祉の担い手として活躍できる場をつくることが求められています。
• 成年後見区長申立件数、権利擁護センター相談件数ともに増加傾向にあるため、相談体制の充実を図るとともに、地域での見守り支援活動を推進することが必要です。
• 要保護者や生活困窮者に対し、関係機関が連携して自立した生活が送れるような支援体制の充実が必要です。
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① 国の算出した介護人材の需給推計① 国の算出した介護人材の需給推計① 国の算出した介護人材の需給推計① 国の算出した介護人材の需給推計論点６ 地域福祉と生活支援の充実論点６ 地域福祉と生活支援の充実論点６ 地域福祉と生活支援の充実論点６ 地域福祉と生活支援の充実
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2017年の介護人材の需要見込みは195,780人に対して、供給見込みは181,410人となっている都の介護人材に関する需給ギャップは広がり続け、2025年には約3万6千人にのぼると推計されている
2025年に向けた介護人材の需給推計結果（東京都）

出典：厚生労働省HP「東京都の有効求人倍率」
② 成年後見区長申立件数、「あんしん江東」相談件数の推移② 成年後見区長申立件数、「あんしん江東」相談件数の推移② 成年後見区長申立件数、「あんしん江東」相談件数の推移② 成年後見区長申立件数、「あんしん江東」相談件数の推移

出典：地域ケア推進課資料
高齢者人口や認知症知賞高齢者の増加に伴い、成年後見区長申立件数、江東区権利擁護センター「あんしん江東」の相談件数ともに増加傾向にある論点６ 地域福祉と生活支援の充実論点６ 地域福祉と生活支援の充実論点６ 地域福祉と生活支援の充実論点６ 地域福祉と生活支援の充実
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③ 自立支援事業に関するデータ③ 自立支援事業に関するデータ③ 自立支援事業に関するデータ③ 自立支援事業に関するデータ論点６ 地域福祉と生活支援の充実論点６ 地域福祉と生活支援の充実論点６ 地域福祉と生活支援の充実論点６ 地域福祉と生活支援の充実 数 3,046件82件52件2件支援件数 238件就労件数 172件支援件数 76件就労件数 22件生活自立支援事業 155件726件301件907人1,277件（23,765,956円）新規相談件数 654人延べ相談件数 2,467件作成件数 385件終結件数 228件53人14件6人1人59人8人個別支援 855件関係機関との連携 331件まなび塾実績 開催回数 92回まなびサポート事業
項目
まなび支援員実績就労準備支援事業 支援対象者数就労者数一時生活支援事業 足立寮利用TOKYOチャレンジネット利用自立相談支援事業 相談件数支援計画新規相談件数支給決定数住居確保給付金事業 支援件数調査件数受給資格判明件数年金受給資格調査法外援護 入浴券交付自立促進費交付常設窓口就労支援事業被保護者就労準備支援事業江東就職サポート事業 巡回相談 相談件数就労件数支援件数就労件数

出典：保護第一課・保護第二課資料

区では、自立に向けた相談等各種事業を展開している （平成30年1月～12月）
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